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増え続ける震災関連死
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増え続ける震災関連死（1）

東日本大震災における震災関連死の死者数（都道府県別・時期別）※2025 年12月31日現在
（出典：原子力市民委員会（2026）『見ればわかる知れば変わる—福島原発事故15年の現在地』，p.12） 2

◼ 震災関連死は福島県が最も多く，地震・津波による直接死を上回っており，震災から10年
以上経過しても生じています。



増え続ける震災関連死（2）

（出典：復興庁（2026）「東日本大震災における震災関連死
の死者数 （令和７年12月31日現在調査結果）」） 3

⚫ 2025年12月31日現在，震災
関連死は合計3,810人で，そ
のうち福島県が2,350人で最
も多く，全体の61.7％を占め
ている。

⚫福島県の震災関連死は，
2023年にゼロになったもの
の，過去分として2人が認定
される（2011年9月12日～2012

年3月10日，2021年3月11日～

2022年3月10日）など，数は増
加している。

⚫福島県が公表する最新の状
況（2026年9月14日現在）で
は，震災関連死は2051人で
あり，1人増加（浪江町，時期
は不明）している。



増え続ける震災関連死（3）

（出典：復興庁のデータをもとに筆者作成） 4

◼ 福島県の市町村別の震災関連死（2025年12月31日現在）

東京電力福島第一
原子力発電所

福島県の震災関連死
2,350人のうち，原子力
被災12市町村は計
2,133人で，90.8％を占
めている。
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増え続ける震災関連死（4）

（出典：復興庁のデータをもとに筆者作成） 5

◼ 福島県の2010年人口10万人に対する震災関連死（2025年12月31日現在）

東京電力福島第一
原子力発電所

2010年人口10万人当
たりの震災関連死は，
原子力被災12市町村
では田村市を除き100

人以上となっている。



増え続ける震災関連死（5）

（出典：原子力市民委員会（2026）『見ればわかる知れば変わる—福島原発事故15年の現在地』，p.12）

⚫震災関連死の認定は，遺族からの申請を受けて各市町村の審査会が災害と死亡
との因果関係を事案ごとに審査し，復興庁が集計・報告している。

⚫遺族からの申請がなければ認定されず，申請が困難なケースもあり，認定基準が
異なることから，公表値より多い可能性がある。

⚫一方，避難生活の影響が大きいからといって，仮に次の原発の過酷事故が起きた
際に避難させる必要がないといった議論は不適切であり，放射線被ばくのリスクも
避難生活によるリスクも共に極小化する責務が，原子力事業者や国，自治体には
ある。 6



◼ 「原子力災害対策指針に関するＱ＆Ａ （屋内退避編）」の例の例

住民の屋内退避や一時外
出時の放射線被ばく線量
の管理は想定していない。
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原子力災害対策指針における屋内退避

（出典：原子力規制庁「原子力災害対策指針に関する
Ｑ＆Ａ （屋内退避編）」，2026年7月31日）



◼ 複合災害下での原子力防災における避難の課題に関する議論の例

リスク・ベネフィット論をもとに，放射線被ばくを軽視している。
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複合災害下での原子力防災における避難

土木学会原子力土木委員会「複合災害下での原子力防災における避難の課題と対応に関
する研究小委員会」第６回小委員会（2026年2月16日）における岡芳明氏（東京大学名誉教
授／前・内閣府原子力委員会委員長，オブザーバー）の指摘の例

⚫ 最悪ケースは一次元の指標（被ばく防止）で考えるので、防災対策で最悪ケースを考える
と，対策に伴うリスクを考えていないのと同じである。リスクと便益のバランスは，技術利
用の基本的な考え方であり，原子力に限らない。IAEA の原子力法のハンドブックには最

初に書いてあり，欧米の原子力規制にもある。米国の原子力防災指針にも考え方は書
かれているが，リスクとしては避難時の交通事故しか考えられていない。災害関連死は
データが無かったので考えられていなかった。東電福島事故では，避難したリスクが避難
で避けた被ばくリスクより28倍も大きい。避難のリスクと等価な線量は8,500mSvになる。

さらに農産物の放射性物質含有の基準もリスク・ベネフィットが無いことを，京大の経済
学部の教授が分析をし，不合理に低いことを論文で述べている。

⚫ 防災対策について規制庁が最近，屋内退避基準として5km以遠はまず屋内退避をし，放

射性プルームの到来・滞留が無い事が確認できれば，屋内退避を解除できるとした。線
量で決めるより，この方が合理的なので良い。但し，5km以遠でも避難する人はいると思
われるので，避難解除のために年100 mSvの基準は必要と思われる。さらに，現在の避

難解除の基準から「インフラ解除の復旧」を削除すべき。住民に一時帰宅を許して除染な
どを行うことを可能にした方が，生活不活発病（災害関連死）が防止出来て良い。



まとめ
◼ 震災関連死は福島県が最も多く約6割を占め，地震・津波による直
接死を上回っており，震災から10年以上経過しても生じている。遺
族からの申請がなければ認定されず，申請が困難なケースもあり，
認定基準が異なることから，公表値より多い可能性がある。

◼ 福島県の震災関連死は原子力被災12市町村が約9割を占め，田村
市を除き，2010年人口10万人当たり100人以上となっている。福島
県の避難者はまだ数万人に上るため，今後も震災関連死が増え続
ける可能性がある。

◼ 避難生活の影響が大きいからといって，仮に次の原発の過酷事故
が起きた際に避難させる必要がないといった議論は不適切である。
放射線被ばくのリスクも避難生活によるリスクも共に極小化する責
務が原子力事業者や国，自治体にはある。その責務が確実に果た
せないのであれば原子力を利用する資格はない。
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ご清聴ありがとうございました。
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